
平成１４年３月期 個別財務諸表の概要平成１４年３月期 個別財務諸表の概要平成１４年３月期 個別財務諸表の概要平成１４年３月期 個別財務諸表の概要
平成１４年 ５月１４日

上場取引所 東・大上場会社名 株式会社ワコール
コード番号 ３５９１ 本社所在都道府県 京都府
（URL http://www.wacoal.co.jp/ ）

問 合 せ 先 責任者役職名 取締役 スタッフ担当
氏 名 末 昭 一 TEL (075)682-1010澤

決算取締役会開催日 平成１４年 ５月１４日 中間配当制度の有無 無
定時株主総会開催日 平成１４年 ６月２７日 単元株制度採用の有無 有（1単元 1,000株）

１．１４年３月期の業績 （平成１３年 ４月 １日～平成１４年 ３月３１日）
（１）経営成績 （注）表示金額は百万円未満を切捨てております。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
１４年３月期 １２８，４３１ △ 0.1 ７，７５４ △ 3.8 ９，１０７ △ 5.3
１３年３月期 １２８，５６６ △ 2.6 ８，０５７ △21.4 ９，６１９ △12.0

１株当たり 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高潜 在 株 式 調 整 後当 期 純 利 益 当期純利益 1 経常利益率 経常利益率株当たり当期純利益 当 期 純 利 益 率
百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１４年３月期 ４，８０４ 1.3 ３２ ０３ ３．０ ４．６ ７．１
１３年３月期 ４，７４１ △26.1 ３０ ９９ ３．０ ５．０ ７．５

（注）①期中平均株式数 14年3月期 149,985,724 株 13年3月期 152,992,548 株
②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配当金総額 配 当 性 向 株 主 資 本
中 間 期 末 （年 間） 配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
１４年３月期 １３ ５０ １３ ５０ ２，０１３ ４１．９ １．３
１３年３月期 １３ ５０ １３ ５０ ２，０４０ ４３．０ １．３

（３）財政状態

１株当たり総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 株 主 資 本
百万円 百万円 ％ 円 銭

１４年３月期 １９２，１２８ １５８，４１２ ８２．５ １，０６２ ３８
１３年３月期 ２０１，７３４ １６２，０４６ ８０．３ １，０７２ ３３

（注）①期末発行済株式数 14年3月期 149,111,694 株 13年3月期 151,116,685 株
②期末自己株式数 14年3月期 4,991 株 13年3月期 168 株

２．１５年３月期の業績予想（平成１４年 ４月 １日～平成１５年 ３月３１日）

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 １株当たり年間配当金
中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
中 間 期 ６８，０００ ６，９００ ３，８００
通 期 １２９，０００ ９，７００ ５，０００ １３ ５０ １３ ５０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ３３円５３銭

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々
な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の６ページをご参照下さい。
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Ⅰ．貸借対照表Ⅰ．貸借対照表Ⅰ．貸借対照表Ⅰ．貸借対照表

当 期 前 期
科 目 増減金額

平成14年 3 月31日現在 平成13年 3 月31日現在

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

Ⅰ 流 動 資 産 ８７，７５１ 45.7 ９６，５７５ 47.9 △ ８，８２４

現 金 及 び 預 金 ３０，６０２ ３７，３３４ △ ６，７３２
受 取 手 形 １，３９２ １，８８２ △ ４９０
売 掛 金 １４，３４６ １４，８６９ △ ５２３
有 価 証 券 １７，３９３ １８，０７９ △ ６８６
製 品 及 び 商 品 １６，３３７ １７，１２６ △ ７８９
原 材 料 ２１１ １５４ ５６
仕 掛 品 ３８ ４４ △ ５
有 償 支 給 材 料 １，９２９ ２，５７９ △ ６４９
短 期 貸 付 金 ２，４２７ ８１４ １，６１２
繰 延 税 金 資 産 ２，７６２ ３，３５８ △ ５９６
そ の 他 ５５５ ５５３ ２
貸 倒 引 当 金 △ ２４５ △ ２２２ △ ２３

Ⅱ 固 定 資 産 １０４，３７７ 54.3 １０５，１５８ 52.1 △ ７８１

１．有 形 固 定 資 産 ４８，０３８ 25.0 ４９，０３０ 24.3 △ ９９２

建 物 ２３，０１１ ２４，０８８ △ １，０７７
構 築 物 ５４２ ５７１ △ ２９
機 械 装 置 １９ １７ １
車 両 運 搬 具 ３３ １８ １５
工 具 器 具 備 品 ２，６８４ ２，６１５ ６８
土 地 ２１，７１８ ２１，７１８
建 設 仮 勘 定 ２８ ２８

２．無 形 固 定 資 産 １，７０７ 0.9 １，５７９ 0.8 １２８

営 業 権 ５０５ ６４３ △ １３７
借 地 権 ５８５ ５８５
そ の 他 ６１６ ３５０ ２６５

３．投資その他の資産 ５４，６３１ 28.4 ５４，５４８ 27.0 ８３

投 資 有 価 証 券 ４６，４６９ ４６，０４９ ４１９
子会社株式・出資金 ５，０４２ ５，２６８ △ ２２５
長 期 貸 付 金 ７４７ ８９８ △ １５０
施 設 借 用 保 証 金 ９５６ ８５８ ９８
そ の 他 ２，２００ １，９６５ ２３４
貸 倒 引 当 金 △ ７８５ △ ４９２ △ ２９３

資 産 合 計 １９２，１２８ 100.0 ２０１，７３４ 100.0 △ ９，６０５



- 2 -

当 期 前 期
科 目 増減金額

平成14年 3 月31日現在 平成13年 3 月31日現在

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

Ⅰ 流 動 負 債 ２４，７５１ 12.9 ２７，５７２ 13.7 △ ２，８２０

支 払 手 形 ３，７７９ ５，９４７ △ ２，１６７
買 掛 金 ６，４４７ ６，０２７ ４１９
未 払 金 ５，４７２ ４，８７４ ５９７
未 払 費 用 １４０ ２１６ △ ７５
未 払 法 人 税 等 １，７４４ ２，９９０ △ １，２４５
賞 与 引 当 金 ３，４５０ ３，５５０ △ １００
返 品 調 整 引 当 金 １，６００ １，６７０ △ ７０
そ の 他 ２，１１６ ２，２９５ △ １７８

Ⅱ 固 定 負 債 ８，９６３ 4.6 １２，１１５ 6.0 △ ３，１５１

繰 延 税 金 負 債 ３，０１９ ６，９５１ △ ３，９３１
退 職 給 付 引 当 金 ４，６４６ ３，９９４ ６５１
役員退職慰労引当金 ５８１ ５３６ ４４
そ の 他 ７１６ ６３２ ８４

負 債 合 計 ３３，７１５ 17.5 ３９，６８７ 19.7 △ ５，９７１

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 資 本 金 １３，２６０ 6.9 １３，２６０ 6.6

Ⅱ 資 本 準 備 金 ２５，２７３ 13.2 ２５，２７３ 12.5

Ⅲ 利 益 準 備 金 ３，３１５ 1.7 ３，３１５ 1.6

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金 １１１，１０２ 57.8 １１０，７７２ 54.9 ３２９

固定資産圧縮積立金 ２，４３５ ２，５０３ △ ６７
配 当 平 均 積 立 金 ３，０００ ３，０００
別 途 積 立 金 １００，０００ １００，０００
当 期 未 処 分 利 益 ５，６６７ ５，２６９ ３９７
（うち当期純利益） （ ４，８０４） （ ４，７４１） ( ６２)

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ５，４６７ 2.9 ９，４２５ 4.7 △ ３，９５８

Ⅵ 自 己 株 式 △ ５ 0.0 △ ５

資 本 合 計 １５８，４１２ 82.5 １６２，０４６ 80.3 △ ３，６３４

負債及び資本合計 １９２，１２８ 100.0 ２０１，７３４ 100.0 △ ９，６０５
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Ⅱ．損益計算書Ⅱ．損益計算書Ⅱ．損益計算書Ⅱ．損益計算書

当 期 前 期
科 目 自平成13年4月 1日 自平成12年4月 1日 増減金額

至平成14年3月31日 至平成13年3月31日

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

Ⅰ 売 上 高 １２８，４３１ 100.0 １２８，５６６ 100.0 △ １３４
Ⅱ 売 上 原 価 ６７，０６９ 52.2 ６７，０８１ 52.2 △ １２

売 上 総 利 益 ６１，３６１ 47.8 ６１，４８４ 47.8 △ １２２

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ５３，６０７ 41.8 ５３，４２７ 41.5 １８０

営 業 利 益 ７，７５４ 6.0 ８，０５７ 6.3 △ ３０３

Ⅳ 営 業 外 収 益 １，５６４ 1.2 １，６４４ 1.3 △ ８０
受 取 利 息 ３３４ ３５３ △ １８
受 取 配 当 金 ６７２ ７８７ △ １１５
そ の 他 ５５７ ５０３ ５３

Ⅴ 営 業 外 費 用 ２１０ 0.1 ８２ 0.1 １２８
支 払 利 息 ８ １４ △ ６
そ の 他 ２０２ ６８ １３４

経 常 利 益 ９，１０７ 7.1 ９，６１９ 7.5 △ ５１１

Ⅵ 特 別 利 益 ８ 0.0 ７，０３７ 5.4 △ ７，０２９
固 定 資 産 売 却 益 ８ ８８ △ ７９
投資有価証券売却益 ３６８ △ ３６８
退職給付信託設定益 ６，５８１ △ ６，５８１

Ⅶ 特 別 損 失 ９２８ 0.7 ８，４９９ 6.6 △ ７，５７１
固 定 資 産 廃 棄 損 ８８ ８５ ２
貸 倒 損 失 ３２４ △ ３２４
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ３０１ １１９ １８２
投資有価証券評価損 ８５ １４７ △ ６２
子 会 社 株 式 評 価 損 ４５３ １０９ ３４４
退職給付に係る
会計基準変更時差異 ７，７１３ △ ７，７１３

税 引 前 当 期 純 利 益 ８，１８７ 6.4 ８，１５７ 6.3 ３０

法 人税 ､住 民税及び事業税 ３，８４０ 3.0 ４，７８０ 3.7 △ ９４０
法 人 税 等 調 整 額 △ ４５６ △0.3 △ １，３６４ △1.1 ９０７

当 期 純 利 益 ４，８０４ 3.7 ４，７４１ 3.7 ６２

前 期 繰 越 利 益 ３，２３７ ３，３３０ △ ９３

自 己 株 式 消 却 額 ２，３７４ ２，８０２ △ ４２８

当 期 未 処 分 利 益 ５，６６７ ５，２６９ ３９７
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Ⅲ．利益処分案Ⅲ．利益処分案Ⅲ．利益処分案Ⅲ．利益処分案

当 期 前 期
科 目 自平成13年 4月 1日 自平成12年 4月 1日 増 減 金 額

至平成14年 3月31日 至平成13年 3月31日

百万円 百万円 百万円
当 期 未 処 分 利 益 ５，６６７ ５，２６９ ３９７

固定資産圧縮積立金取崩額 ６７ ６７ ０

合 計 ５，７３５ ５，３３７ ３９７

株 主 配 当 金 ２，０１３ ２，０４０ △ ２７

(１株につき13円50銭) (１株につき13円50銭)

役 員 賞 与 金 ５５ ６０ △ ５
（うち取締役賞与金） （ ５２） （ ５６） （△ ３）
（うち監査役賞与金） （ ２） （ ３） （△ １）

次 期 繰 越 利 益 ３，６６７ ３，２３７ ４３０



- 5 -

＜個別財務諸表作成の基本となる事項＞＜個別財務諸表作成の基本となる事項＞＜個別財務諸表作成の基本となる事項＞＜個別財務諸表作成の基本となる事項＞

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社及び関連会社株式･･････ 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの････････････ 期末決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定しております）

時価のないもの････････････ 移動平均法による原価法
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法･･ 先入先出法による低価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産････････････････････定率法（但し、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を

除く）については定額法）
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物 5～50年
年機械装置及び車両運搬具 6～12

工具器具備品 5～20年
(2) 無形固定資産････････････････････定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能
期間（５年）による定額法

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金･････････････････････ 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金･････････････････････ 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しており
ます。

(3) 返品調整引当金･････････････････ 売上高と戻り高の対応関係を明確にするため、過去の返品率等を勘案し、
将来の返品に伴う損失予想額を計上しております。

(4) 退職給付引当金･････････････････ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金･････････････ 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給に関する内
規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

＜追加情報＞＜追加情報＞＜追加情報＞＜追加情報＞

自己株式
13年3月期において流動資産のその他に含めていた自己株式（0百万円）は、財務諸表等規則の改正により、
14年3月期においては、資本の部の末尾に表示しております。
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＜注記事項＞＜注記事項＞＜注記事項＞＜注記事項＞
（ 当 期 ） （ 前 期 ）

１．有形固定資産の減価償却累計額 27,005百万円 25,636百万円

２．リース取引に関する事項

（１）所有権移転外ファイナンスリース

①取得価額相当額、減価償却累計額
相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額

(工具器具備品) (工具器具備品)

取 得 価 額 相 当 額 442百万円 328百万円
減価償却累計額相当額 237 245
期 末 残 高 相 当 額 205 83

②未経過リース料期末残高相当額

一 年 以 内 125百万円 53百万円
一 年 超 153 91
合 計 279 144

なお、未経過リース料残高に重要性がないため、上記の金額は支払利子込み法によ
り算定しております。

③支払リース料等

支 払 リ ー ス 料 87百万円 89百万円
減 価 償 却 費 相 当 額 96 79

（２）オペレーティングリース
未経過リース料

一 年 以 内 86百万円 233百万円
一 年 超 94 53
合 計 181 287

３．当期中の発行済株式数の減少内訳

利益による自己株式消却 2,000千株 3,000千株
株式の取得価額の総額 2,374百万円 2,802百万円

４．当期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当期の末日は金融機関の休日であったため、期末日満期受取手形56百万円が当期末残高に
含まれております。

５．関連会社株式で時価のあるもの

貸 借 対 照 表 計 上 額 1,263百万円 1,263百万円
時 価 2,803 1,985
差 額 1,540 721

６．保証類似行為残高

子会社の金融機関からの借入金等
に対する経営指導念書の差入れ 2,006百万円(4社) 2,893百万円(4社)



- 7 -

（ 当 期 ） （ 前 期 ）

７．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
在庫評価減 605百万円 963百万円
退職給付引当金損金算入限度超過額 1,228 824
賞与引当金損金算入限度超過額 1,004 751
返品調整引当金損金算入限度超過額 657 686
長期前払費用 388 357
未払事業税 138 223
貸倒引当金損金算入限度超過額 309 197
減価償却超過額 242 143
その他 874 873
繰延税金資産合計 5,449 5,022

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △3,977 △6,838
固定資産圧縮積立金 △1,721 △1,770
その他 △ 7 △ 5
繰延税金負債の合計 △5,706 △8,615

繰延税金資産（負債）の純額 △ 257 △3,592
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                     ⅣⅣⅣⅣ．．．．役員の役員の役員の役員の異動異動異動異動      （平成 14年 6月 27日）  
 
平成 14年 6月 27日開催予定の第 54期定時株主総会終了後から、執行役員制度を導入します。 
これは、コーポレートガバナンス強化の一環として、取締役会の意思決定・監督機能の強化と業務執

行責任の明確化を図ることを目的とします。尚当面の間、取締役は執行役員を兼務します。 
役員の異動および執行役員（予定）については次のとおりです。 
 
１．取締役 
（１）新任取締役候補 
   近藤 達也  （ウエルネス事業部長） 
 
（２）退任予定取締役 
   小嶋 英司   （取締役副社長） 
   河﨑 洋治   （取締役副社長） 
   和田 之    （専務取締役） 
   田中 克彦   （常務取締役） 
 
（３）役員の昇格 
   専務取締役   坂上  博    （常務取締役） 
   専務取締役   市橋 一昭   （常務取締役） 
   常務取締役   末澤 昭一   （取締役） 
 
２．執行役員候補 
  本 能交  （代表取締役社長） 
  坂上  博   （専務取締役 事業戦略・事業推進支援スタッフ担当 兼 
          ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ担当）  
  市橋 一昭  （専務取締役 ワコールブランド事業本部長） 
  末澤 昭一  （常務取締役 人事・総務・経理関連スタッフ担当 兼 
          スパイラル営業部担当） 
  落合  徹   （取締役 国際事業本部長） 
  山本 雅之  （取締役 ワコールブランド事業本部 チェーンストア統括店長） 
  宮本  進   （取締役 国際事業本部 副本部長 兼 中国担当） 
  伊藤 勇三  （取締役 ウイングブランド事業本部長） 
  佐藤 潤一郎 （取締役 生産革新本部長 兼 ワコールブランド事業本部 生産統括部長） 
  加藤 道彦  （取締役 社長室長 兼 総務部長） 
  飯田 量康  （取締役 ライフステージ事業部長 兼 マーケット開発推進部長） 
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  柏谷 久美  （取締役 人間科学研究所長） 
  近藤 達也  （取締役 ウエルネス事業部長） 
 
  小竹  元   （ワコールブランド事業本部 事業統括部長） 
  白石 公明  （ワコールブランド事業本部 商品統括部長） 
  佐藤 峰裕  （ワコールブランド事業本部 東京店（百貨店担当）店長） 
  橋詰 郎   （ワコールブランド事業本部 東京店（専門店担当）店長） 
  田中  明   （ワコールブランド事業本部 大阪店（百貨店担当）店長） 
  清水 恒夫  （ワコールブランド事業本部 大阪店（専門店担当）店長） 
  山田  龍   （ワコールブランド事業本部 パーソナルウエア営業部長） 
  半谷 和明  （ワコールブランド事業本部 ファミリーウエア営業部長） 
  上新 雅裕  （ウイングブランド事業本部 京都店長） 
  本間 茂樹  （ウイングブランド事業本部 東京店長） 
  成田  堯   （カタログ販売事業部長） 
  大野 康   （技術革新本部長） 
  松田 伸  （経営管理部長） 
  山本 忠司  （人事部長） 

以 上 


